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今月号の内容 
 

 企業を悩ますインターネットトラブル 

 深刻な少子化問題とこれからの対策 

 子供の金銭感覚を磨く「お小遣い」 

 2010年発足予定「日本年金機構」の組織改革 

 高止まりする自殺者数と急がれる対策 

 医療崩壊の歯止めに厚生労働省が対策検討 

 注目される「労働者派遣法」改正への動き 

 就職・会社・仕事に関する若手社員の意識は？ 

 継続審議となっている労働関係の法案 

 年金をめぐる最近のトピックス 

 8月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 
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企業を悩ますインターネットトラブル 

 

◆企業を誹謗中傷する内容も 

インターネット対策に頭を悩ます企業が増えています。ネットに書き込まれた情報は瞬時に多

くの人の目に触れることになりますが、それが企業を中傷するような内容であれば、企業にとっ

てはイメージ低下につながるおそれもあります。とはいえ、サービスの利便性やプライバシーと

の兼合いもあり、情報の規制には困難が伴うのが実情のようです。 

 

◆対応の難しい検索サービスによるトラブル 

ある会社が、自社名を入力すると関連検索の欄に「悪徳商法」という単語が自動表示されるこ

とに困惑し、大手検索サービス会社に対して表示の差止めを求める仮処分を裁判所に申し立てた

事例があります。 

昨今問題とされているのが、こうした検索サービスによるトラブルです。検索サービスの画面

で、入力したキーワードと一緒に打ちこまれる可能性の高い単語を自動的に並べて表示する「関

連検索」という項目があります。利用者がサイトを絞り込んで検索できる便利な機能ですが、会

社名や商品名を入力すると、「被害」「悪徳」など、イメージ低下につながる単語が自動表示され

ることがあります。企業にとっては、たまったものではありません。 

先の事例では、企業側が「イメージが低下して売上にも悪影響が出た」と主張したのに対し、

検索サービス側は「利用者の検索パターンを事実として表示しているだけ」と反論し、最終的に、

裁判所は企業側の請求を退けました。「利用者は悪徳商法という単語を、同社名と併せて検索す

る頻度の高い単語と認識するだけである」と判断し、名誉毀損には当たらないとしたのです。 

 

◆行政側の対応は？ 

もっとも、行政もネット上の名誉棄損問題に手をこまねいてきたわけではありません。2002 年

には「プロバイダー責任制限法」が施行され、一定の要件を満たした場合、プロバイダーは被害

者の請求に応じて、違法な書込みをした発信者の情報を開示できるようになりました。 

法務省の統計によれば、ネット上のプライバシー侵害などの報告件数は年々増加傾向にあるよ

うです。これは、法律の施行により、一定の要件を満たせば内容を削除できるようになったほか、

相手に損害賠償請求もしやすくなって、これまで泣き寝入りしていた被害が表面化したためだと

思われます。しかし、同法は掲示板やホームページなどが対象であり、メールのような通信は含

まれません。そのため、一斉メールでの中傷などに関しては、「通信の秘密を守る」という観点

からも法的に対抗するのは難しいのが現状です。 

今後、日常生活に不可欠となったネットサービスの利便性を損なわずに、どうやって個人や企

業の権利を守って行くのか、ルールのあり方が問われています。
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深刻な少子化問題とこれからの対策 

 

◆「合計特殊出生率」は上昇 

高齢化と同時に少子化が進む現代の日本。今後、年金給付水準切下げなどの形で国民生活に影

響が出ることが懸念されており、深刻な問題です。 

少子化の指標として一般的に用いられている「合計特殊出生率」は、2007 年度は 1.34％に上

昇しました。しかし、これで少子化に歯止めがかけられたというわけではありません。この指標

を通して、これからの少子化対策について考えてみます。 

 

◆増える未婚者、進む晩婚化 

合計特殊出生率の意味するものは、一夫婦当たりの平均出生児数ではなく、未婚者や離別者を

含む女子全体についての平均出生児数です。そのため、独身で暮らす人の増加、晩婚化の進行な

ど、結婚の動向によって変化します。 

近年、出生率の低下が問題となっていますが、実は一夫婦当たりの出生率はほぼ横ばいです。

真に問題なのは、未婚率・晩婚率の上昇により、第１子がいない家庭が増えていることだといわ

れています。 

厚生労働省の発表によれば、2007 年度の出生数のうち第１子は約 52 万人、第２子は約 40 万人

と、それぞれ前年比１％余り減少し、全体数も２年ぶりに減少しました。婚姻数は約 72 万件と

２年ぶりに減少、未婚者が増えています。平均初婚年齢は、夫・妻ともに 0.1 歳上昇し、晩婚化

に伴う晩産の影響で、第１子を産む母親の平均年齢は 29.4 歳と過去最高を更新しています。 

一方、第３子以上は約 47 万人で前年比４％の増加となりました。2007 年は景気が底堅く推移

し、家計に余裕が出たことで、30 歳代後半の層を中心に「もう１人産みたい」という夫婦が増え

たためと思われます。 

 

◆少子化には国をあげての対策が必要 

少子化の背景には、働き方の変化も関連しています。生活不安を抱える男女が結婚・出産に踏

み切れないケースも多く、第２次ベビーブーム（1971 年～74 年）に続く第３次ベビーブームが

起きる兆しはありません。30 歳代半ばの団塊ジュニア世代の結婚・出産による押上げ効果がなく

なれば、出生率の減少幅が拡大する可能性もあります。 

少子化に歯止めをかけるためには、国をあげての対策が必要です。日本は出生率が 2.0 を超え

るフランスなどの先進国に比べて、少子化対策関連の予算が少ないのが現状です。家族関係支出

の国内総生産に対する割合は、イギリスの 3.02％に対して 0.75％に過ぎません。後期高齢者医

療制度（長寿医療制度）の見直しで追加負担が生じるなど財源が限られる中、少子化対策予算を

どう増やしていくのか、課題となっています。 
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子供の金銭感覚を磨く「お小遣い」 

 

◆金銭感覚がない子供が増加！？ 

クレジットカードや電子マネーの普及によりお金の流れが見えにくくなり、金銭感覚の乱れた

子供が増えているようです。子供の頃から投資センスを育む必要性が指摘されていますが、投資

教育の前に、生活に必要な金銭管理能力を身につけさせなければなりません。 

お金の価値や金銭管理の厳しさ、借金の怖さなどを子供にどう教えるのか、家庭での金銭教育

への関心が高まっています。 

 

◆「お小遣い」を活用した金銭教育 

家庭での身近な金銭教育のツールとして「お小遣い」の活用が挙げられます。毎月一定額のお

小遣いを子供に渡し、欲しい物、学用品などを買わせます。家計のやりくりと類似しています。

子供は最初、喜んで欲しい物ばかり買ってしまいがちです。その結果、必要な文房具などが買え

なくなっても、安易に援助せず、次のお小遣いまで我慢させます。この繰返しにより、金銭感覚

や我慢する心を身につけさせるのです。お小遣い帳をつけさせて、親が適宜助言するのも効果的

です。 

自立心や責任感を養い、必要なものを買ったうえで欲しい物を手に入れるにはどうしたらよい

かを考えさせるのが、「お小遣い教育」の狙いです。 

高校生くらいになって日常の行動範囲が広がるにつれ、携帯電話代や交遊費など、使うお金も

増えていきます。そこで、ある程度まとまったお金を渡して自ら管理させる「予算制」や「年俸

制」を取り入れるのもひとつの方法です。 

 

◆お小遣い教育を成功させるために 

金銭教育の手法は家庭ごとに様々と思われますが、大切なのは「家族全員が納得したうえでル

ールを作る」ことです。 

例えば、お小遣い教育で悩ましいのが祖父母の関与です。お小遣い教育について説明したうえ

で、祖父母にも満足してもらえる工夫をすることが必要です。祖父母が子供にお小遣いをくれた

ときは、それを断るのではなく、まずは子供と一緒に喜びましょう。そのうえで、臨時収入とし

ていったん貯金する、おもちゃを買ってもらうよりも遊園地に連れて行ってもらうような「物よ

り思い出」方式にするなどのやり方を、祖父母を交えて考えます。 

また、お金にまつわる情操教育の一環として、お年玉やプレゼントをもらったらお礼に手紙や

絵を書いて贈ることにする、クリスマスは自分がもらうだけでなく人にも贈り物をすることにす

るなど、心の教育への取組みも大切なポイントです。 

さらに、お金の管理について子供が間違いを犯したときに、なぜ間違えたのか、どう解決すれ

ばいいか、一緒に考えることで家族の対話も増えれば一挙両得だといえるでしょう。 
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2010 年発足予定「日本年金機構」の組織改革 

 

◆社会保険庁の組織改革 

抜本的な組織改革を行っている社会保険庁。2008 年 10 月には政府管掌健康保険の運営を「全

国健康保険協会」という新しい公法人に分離し、2010 年１月には社会保険庁を廃止して「日本年

金機構」という新しい公法人が設立されます。とりわけ日本年金機構は、社会保険庁の相次ぐ不

祥事と年金問題に対応するために、徹底した改革を迫られています。 

 

◆人員削減と懲戒処分者の排除 

政府の「年金業務・組織再生会議」がまとめる、社会保険庁組織改革の最終報告書案をみてみ

ましょう。 

同会議は、業務の外部委託や情報技術（IT）の活用で、大幅な人員削減が可能と判断。日本年

金機構の発足時の正規職員数を約 10,900 人とし、現行比 17％減とすることが決定しています。

一方で、民間からの採用を拡大し、機構発足時に外部から 1,000 人を採用するため、社会保険庁

から正規職員として移行するのは約 9,900 人にとどまります。 

個人情報の覗き見などで懲戒処分を受けた職員の排除も重視し、懲戒を受けたことのある職員

は正規職員として採用されません。懲戒処分者については有期雇用とし、退職金にも差をつける

こととしています。こうした方向性が明らかになるにつれ、退職の意向を示す、過去に処分を受

けた職員が続出しているそうです。 

これまで、社会保険庁では、「厚生労働省採用のキャリア組」「社会保険庁採用のノンキャリア

組」「地方採用のノンキャリア組」という３層構造を維持してきました。各層間で問題を共有し

ない一体感を欠いた運営が、今日の年金記録問題につながったとも言われています。この反省か

ら、人事権を本部に集約すると同時に、年金機構の幹部に厚生労働省出身のキャリアを充てる場

合には本省には戻さない「ノーリターンルール」を適用し、現場への監督責任を明確化するそう

です。 

 

◆今後の課題は？ 

今回の改革では、「数減らし」にこだわり過ぎた感があることも否めません。全国の社会保険

事務所の窓口には年金記録関連の相談者が殺到しており、慢性的に人手が足りない状況が続いて

います。今後も増大する業務量に改革後の人員数でどのように対応するかなど、実務面での課題

は多く残っているといえます。結局、非正規雇用などで穴埋めすることになれば、相談などの業

務でサービスの質が保てるか不透明です。 

数は減らしながらもいかにサービスの質の向上を目指すか、一見矛盾したようにも見えるこの

テーマにどう取り組むかが、今後の課題です。 
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高止まりする自殺者数と急がれる対策 

 

◆急がれる自殺防止への取組み 

昨年１年間に自殺した人は全国で 3万 3,093 人。10 年連続で３万人を超えたことが、警察庁の

まとめで判明しました。こうした現状を踏まえ、自殺防止への取組みが急務となっています。 

 

◆警察庁の自殺統計データから 

昨年の自殺者数は前年よりも 2.9％増加し、2003 年の 3万 4,427 人に次いで過去２番目の高水

準となりました。男性が全体の約７割を占める 2万 3,478 人で、女性は 9,615 人でした。30 歳代

と 60 歳以上は過去最多となり、特に 60 歳以上は自殺者全体の 36.6％と３分の１を超えました。

人口 10 万人当たりの自殺者を示す「自殺率」は、50 歳代が 38.1％と最も高くなっています。 

また、警察庁は昨年、自殺統計原票の原因動機や職業分類を見直し、自殺防止対策に役立てる

ために今年から詳細なデータを発表しています。細かな項目では「うつ病」（6,060 人）が全体の

18％を占め最多となり、「身体の病気」（5,240 人）、「多重債務」（1,973 人）の順となっています。

また、介護や看病疲れが理由とみられる 265 人の内分けについては、60 歳以上が 153 人を占めま

した。 

職業別では、無職が全体の半数以上に上る 1 万 8,990 人、会社員などの被雇用者が 9,154 人、

自営業者が 3,278 人、学生や生徒は 873 人となっています。都道府県別の自殺者数は、東京都が

最も多く、次いで大阪府、神奈川県の順となっています。 

なお、警察庁の自殺統計は、死亡届をもとに集計する厚生労働省の人口動態統計より、人数が

多くなる傾向があります。これは、死亡届を出した後に警察の調べで自殺と判明したケースや、

日本国内で自殺した外国人なども数に含まれるためです。 

 

◆「自殺対策基本法」と「自殺総合対策大綱」 

政府は、自殺者数を減少しようと、相談体制の整備、自殺防止のための啓発、調査研究の推進

等に取り組んできました。そこで 2006 年に制定されたのが「自殺対策基本法」です。この法律

は、自殺を個人的な問題としてのみ捉えるのではなく、社会的要因を踏まえ、社会的な取組みと

して対策を実施するべきであるという理念のもと、自殺の防止を図り、併せて自殺者の親族等に

対する支援の充実を図ることを目的としています。 

さらに、この基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として「自殺総合対策大綱」

が策定されました。 

しかし、自殺者数の減少傾向はみられないのが現状です。スタートして間もない法律でもあり、

具体的な形での効果はまだ出ていないといえます。今後に向けて、早急な対策が急がれます。 
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医療崩壊の歯止めに厚生労働省が対策検討 

 

◆医師数の抑制は政策の誤りだった？ 

厚生労働省は、医師不足による医療崩壊に歯止めをかけるため、大学医学部の定員削減を定め

た閣議決定を撤回し、医師の養成数を増やす方針を決定しました。「医師は全体としては余って

いる」として医師数の抑制を続けてきた政策の誤りを認めた格好です。 

 

◆「数は増えても医師不足」の現状 

現在の医師数は約 27 万人で、毎年 3,500 人程度の純増が続き、全医師数でみると増加が続い

ています。しかし、医師は設備の整った都市部の大病院や皮膚科など特定の診療科に集中してい

るのが現状です。へき地などの地方は医師数が足りず、地域間の格差が非常に大きくなっていま

す。 

また、産科・小児科・救急病院などは激務のため敬遠され、なり手が見つかりません。地域・

診療科によっては、医療崩壊が深刻化しているのが現状なのです。加えて、近年、高齢化による

患者増や医療の高度化・専門化が進み、医師総数が不足しているとの声が強まっていました。 

 

◆検討されている様々な対策 

大学医学部の定員数を増やして養成数を増やすことに加え、厚生労働省では様々な対策を検討

しています。 

診療科の偏在については、まず、産科・小児科の医師不足解消のために、女性医師の積極活用

が進められます。女性医師は産科・小児科で主力を担いますが、結婚や出産を機に辞めるケース

が多いのが現状でした。そこで、短時間だけ働く正職員制度の導入や病院内の保育所の充実など

を進めるほか、助産師を増やして体制を整える方針です。また、救急医療の体制整備に向けて、

診療所の医師が夜間や休日も外来患者を受け入れられるように支援することも検討項目です。 
地域の偏在については、都市部や特定の病院に集中しないような対策が必要です。現在の、研

修医が研修先の病院を選ぶことのできる仕組みの変更が必要になるかもしれません。医師不足の

診療科や病院に積極的に医師を派遣した医療機関に手厚く補助金を配分する仕組みを導入する

ことや、狭い専門分野だけでなく１人で幅広い診察ができる「総合医」の育成も重要となってい

ます。 
大学の医学部定員を増やしても、現場の医師数が増えるのには 10 年程度の期間がかかるとい

われています。社会保障費を抑制する努力を怠ったまま医師不足対策ばかりを優先していては、

財政的に次世代にツケを回すことにもなりかねません。医師不足の解消とともに、医療のムダを

減らす効率化を一段と進める必要もありそうです。 
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注目される「労働者派遣法」改正への動き 

 
◆派遣法改正に関する与党案の内容 
先日、自民・公明両党でつくる「新雇用対策に関するプロジェクトチーム」が、労働者派遣制

度の見直しに関する基本方針を決定、発表しました。同チームでは、この基本方針を踏まえ、今

秋に開かれる予定の臨時国会において労働者派遣法の改正を求めており、厚生労働省でも、改正

案を提出する準備を進めているようです。 
ここでは、同チームで決定された基本方針をご紹介します。主な内容は、以下の通りです。 

 
◆「日雇い派遣」の原則禁止 
低賃金や不安定な身分などが社会問題化している「日雇い派遣」については、通訳などの専門

性の高い一部の業務を除いて（ポジティブリスト化して）、原則として禁止する方針です。しか

し、派遣会社をはじめとする産業界からは、反対の声が上がっているようです。 
 
◆グループ企業内での「専ら派遣」の規制強化 
大手企業グループの派遣会社で働く派遣労働者のうち、約８割の人が同じグループ企業内への

派遣となっており、また、３割を超える派遣会社がグループ内の企業のみに労働者を派遣してい

ることが、厚生労働省の調査で明らかになっています。 
これらは、労働者派遣法で禁止されている「専ら派遣」となっているのではないかとの指摘が

あり、何らかの規制が必要との意見が以前から上がっていました。このグループ内での「専ら派

遣」について、規制を強化していく方針です。 
 
◆偽装請負の派遣先に直接雇用の行政勧告 
請負契約であるのに派遣労働者のように働かせたり（いわゆる偽装請負）、建設・港湾などと

いった禁止業務で派遣労働者を受け入れたりするなど、派遣労働者を違法に受け入れた企業を対

象に、派遣労働者の直接雇用を行政官庁が勧告できるようにする（勧告に従わない場合は企業名

を公表する）制度も検討されています。 
 これまで違法派遣については、派遣元に対する罰則しかなかったため、派遣先にもその対象を

広げることにより、違法派遣を抑制したい考えです。 
 
◆その他の内容 
上記の内容以外にも、派遣先の労災責任の明確化、派遣元の手数料（マージン率）の公開義務

付け等も方針として挙げられており、今後の法改正への動きが注目されるところです。 
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就職・会社・仕事に関する若手社員の意識は？ 

 
◆就職活動に欠かせない「インターネット」 
社会経済生産性本部と日本経済青年協議会は、今春入社した新入社員を対象に「働くことの意

識」に関して行った調査結果を発表しました。 
就職活動で利用した情報源（複数回答）については、「インターネットの企業ホームページ」

（86％）が「会社説明会」（83％）を初めて上回る結果が出ました。今や、ほとんどの企業が自
社のホームページを持っていると思われますが、そこに掲載されている内容を参考にする学生が

大変多くなっているようです。 
また、新入社員が就職先を選んだ基準としては、上位から、「自分の能力や個性が活かせるか

ら」（28％）、「仕事が面白いから」（24％）、「技術が覚えられるから」（14％）となっています。
これに対して、「会社の将来性」（９％）や「一流会社だから」（５％）といった理由は、以前に

比べると大きく落ち込んでいるようです。 
 
◆「働き方は人並みで十分」！？ 
また、同じ調査によれば、「働き方は人並みで十分」と考えている人は 51.9％（前年比４ポイ
ント増）、「人並み以上に働きたい」と考える人は 38.5％（前年比 4.3ポイント減）という結果が
出たそうです。「人並みで十分」と考える人の割合は 1992 年以来の高水準となったそうですが、
仕事に対する意欲や熱意の少ない若者が増えているのでしょうか？ 
 
◆「取締役にはなりたくない」！？  
また、日本経済新聞と NTT レゾナントが、22 歳から 29 歳の若手社員を対象に行ったアンケ
ート調査では、「会社の取締役になりたいですか？」という質問に対し、「なりたくない」と回答

した人（65.7％）が「なりたい」と回答した人（34.3）を大きく上回る結果が出たそうです。 
「なりたくない」と答えた人の理由（複数回答）としては、「責任を負うのが面倒」（60.8％）、
「取締役になる年次まで今の会社にいるつもりはない」（41.0％）、「他人を蹴落としてまで出世し
たくない」（26.2％）、「株主代表訴訟で負ければ多額の賠償金を払わなければならない」（7.2％）、
「社会的なステータスが下がった」（5.4％）などといったことが挙げられていました。 
会社内での出世願望、上昇志向を持つ若手社員も、以前に比べると少なくなくなってきている

傾向にあるようです。 
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継続審議となっている労働関係の法案 

 
◆２つの重要法案が継続審議に 
通常国会が 6月 21日に閉会となりましたが、そこで提出されていた「改正労働基準法案」、「改

正障害者雇用促進法案」は成立せずに、継続審議となっています。 
この２つの重要法案は、秋の臨時国会に提出され審議されると思われますので、改めてその内

容を確認しておきたいと思います。 
 
◆改正労働基準法案の内容（１） 
この改正案における大きな柱は、何といっても「月の時間外労働が一定の時間を超えた場合の

割増率のアップ」です。 
月の時間外労働時間が 45時間を超え 80時間までの場合の割増賃金率については２割５分以上

の率で労使協定で定める率とし（努力義務）、80 時間を超えた場合の割増賃金については５割増
とする、というのがその内容です。 
なお、上記の「80時間」の部分については、「60時間」に修正されるような動きもありますの
で、注目しておくべきでしょう。 
 
◆改正労働基準法案の内容（２） 
改正労働基準法案のもう１つの柱は、「年次有給休暇の時間単位での取得」です。 
現在、有給休暇については、最低取得単位が原則として「１日」とされていますが、時間単位

で細かく取得できるようにして、近年落ち込んでいる有給休暇の取得率アップにつなげるのがね

らいです。また、細かい単位で取得できることが子育て支援につながるという考えもあります。 
なお、この改正内容については、労働者の過半数で組織する労働組合（ないときは労働者の過

半数を代表する者）との書面による協定により、時間単位で有給休暇を与える労働者の範囲、時

間を単位として与えることができる有給休暇の日数（５日以内）などを定めることとされていま

す。 
 
◆改正障害者雇用促進法案の内容 
現在は障害者の雇用者数が法定雇用率（1.8％）に満たない従業員「301人以上」の企業に課さ
れている納付金の支払義務について、順次「201 人以上」、「101 人以上」の企業へ拡大するとい
うことがこの改正案の大きな内容です。 
また、障害者雇用義務の対象労働者に、「短時間労働者」（週の労働時間が 20時間以上 30時間
未満）も追加されることも盛り込まれています。 
なお、この改正案は 2009 年４月１日施行予定ですが、納付金支払義務が課される企業の拡大
については、「201人以上」へは 2010年７月、「101人以上」へは 2015年７月とされています。 
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年金をめぐる最近のトピックス 

 
◆年金運用赤字が過去最大の５兆円に 
公的年金の積立金の 2007 年度における運用実績の赤字が５兆円を超え、過去最悪となったこ
とが明らかになりました。米国のサブプライムローン問題による世界的株安や円高の進行が大き

く影響して運用利回りがマイナス約６％にまで落ち込み、単年度での赤字は 2002 年度以来５年
ぶりとなりました。 
社会保険庁では、国民年金保険料の 2007 年度の納付率が 64％前後（同庁の目標は「80％」）
となり、２年連続低下する見通しを明らかにしていますが、上記の運用赤字の報道等により、ま

すます年金制度に対する不信感が高まり、納付率が今後さらに低下することも懸念されます。 
 
◆年金第三者委員会への申立ては１年で約６万件 
総務省の「年金記録確認第三者委員会」では、同委員会発足後の１年間の申立てが 6万 490件

あったと発表しました。このうち審査が終了したものは１万 5,594件（全体の 25.8％）で、その
うち記録訂正が認められたものは 6,847件となっています。 
また、同委員会では、企業が従業員の厚生年金保険料を着服していたと思われるケースが、2007
年度中に 202件あったと認定したそうです。従業員の給与から保険料を天引きしておきながら納
付していなかったようであり、このような事例はまだまだ他にもあるとみられています。 
 
◆「ねんきん特別便」で記載ミス 1,857件発覚 
社会保険庁は、6月 23・25両日に発送を行った「ねんきん特別便」で、1,857件の記載ミスが
あったことを明らかにしました。これらは、企業を通じて厚生年金加入者に送付されたものであ

り、国民年金の記録の「納付済月数」などの合計欄と「加入月数」の合計欄の数字が逆に印刷さ

れていたようです。このミスを受け、同庁では訂正版を送付するそうです。 
 
◆ネット上での記録照会が受給者でも可能に 
社会保険庁は、現在は約 6,200万人の年金加入者に限定されているインターネット上での年金
記録照会について、約 3,300万人の年金受給者にもサービスを拡大する方針を明らかにしました。 

2008年度中にも、「ねんきん特別便」に関する情報、過去の標準報酬月額や保険料納付履歴な
どを確認できるようにするそうです。 
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８月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

31 日 

○ 個人事業税の納付＜第 1期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第 2期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働保険料の納付＜延納第 2期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［社会保険事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


